
夕張市雇用対策等支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、夕張市（以下、「市」という。）内で事業を営む者が、市内の事業所において賃

上げ取組支援を含む雇用維持又は人材確保を図るための費用の一部に対し、予算の範囲内で補助金を

交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 賃上げ取組 定期昇給の改定、ベースアップ及び新たな手当の創出を図ることをいう。 

（２） 雇用維持 市内で事業を営む者が、休憩施設の設置などの就業環境整備や勤続手当の支給な

ど、継続して働きやすい職場づくりを行うことにより、市内の事業所における雇用者の離職防止

を図ることをいう。 

（３） 人材確保 市内で事業を営む者が、求人広告の掲載や就職面接会への参加などの求人活動、就

職時の市内への転居費用を負担する手当などの支給により、市内の事業所への就業を図ることを

いう。 

（補助金交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、賃上げ取組支援を含む雇用維持又は人材確保の取組を行う者のうち、

次の各号のいずれにも該当する場合とする。 

（１） 市内に事業所を設置している者 

（２） 市税を滞納していない者 

（３） 第７条に定める交付申請の提出日の前日から３月前の日から、第１４条に定める交付請求を行

った日の前日までの間に、事業主都合で雇用者を解雇（天災事変その他やむを得ない事由のために

事業の継続が不可能となった場合又は雇用者の責に帰すべき事由に基づいて解雇した場合を除

く。）していない者。 

２ 前項に該当する者のうち、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金交付対象者から除く。 

（１） 当該事業について、市、国、北海道又は各種団体等から補助金等の交付を受けている者 

（２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）に基づく届

出を要する事業を営む者 

（３） 夕張市暴力団排除条例（平成２４年条例第１２号）第２条第２号から第４号に規定する者 

（４） その他市長が適切でないと判断する事業を実施するとき。 

（補助事業の実施期間） 

第４条 補助対象経費に係る事業（以下「補助事業」という。）の期間は、交付決定日以後、当該日の

属する年度の末日までとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、賃上げ取組支援を含む雇用維持又は人材確保のために必要な次に掲げる経費

とする。ただし、いずれの経費にも、消費税及び地方消費税は含まないものとする。 

（１） 定期昇給の改定、ベースアップ及び新たな手当創出に該当する経費 

（２） 賃上げ取組と合わせて実施する就業環境を改善するための用に供する土地、建物、設備又は備

品の購入費 

（２） 賃上げ取組と合わせて実施する就業環境を改善するための建物又は設備の改修に要する経費 

（３）  賃上げ取組と合わせて実施する求人広告の掲載や就職説明会への参加などの求人活動に要する

経費 



（４） 賃上げ取組と合わせて実施する新たな人材確保のために、就職時に支給する手当に要する経費 

（５） その他市長が適当と認める経費 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、３０万円を上限とする。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、夕張市雇用対策等事業補助

金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 事業計画書 

（２） 事業計画書に係る資料及び経費の積算根拠資料等 

（３） 市税の納付状況を証する書類又は市税納付状況について照会することについての同意書 

（４） 第３条第２項第１号から第３号の規定に該当しないことの誓約書 

（５） その他市長が特に必要と認める書類 

（補助事業の着手時期）  

第８条 補助事業の着手時期は、次条の規定による交付決定のあった日以後でなければならない。ただ

し、市長が補助事業の性格上又はやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。 

（交付決定） 

第９条 市長は、第７条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じて有識者等

の意見を聴取した上で、適当と認めるときは、夕張市雇用対策等支援事業補助金交付決定通知書（様

式第２号）、適当と認めないときは夕張市雇用対策等支援事業補助金却下通知書（様式第３号）によ

り、申請者に通知するものとする。 

（補助事業の変更等） 

第１０条 前条の規定により、補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）が、

補助金に係る事業の内容について、計画変更又は中止する場合は、あらかじめ夕張市雇用対策等支援

事業補助金に係る事業（計画変更、中止）承認申請書（様式第４号）に関係書類を添えて市長に提出

し、その承認を受けなければならない。ただし、事業目的に影響を及ぼさず、かつ事業費の減少が

20％未満である軽微な変更についてはこの限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、夕張市

雇用対策等支援事業補助金に係る事業（計画変更、中止）承認通知書（様式第５号）、適当と認めな

いときは夕張市雇用対策等支援事業補助金に係る事業（計画変更、中止）不承認通知書（様式第６

号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助事業の調査等） 

第１１条 市長は、補助事業の適正を期すため必要があるときは、補助事業者に対し報告を求め、又は

職員が現場に立ち入り、帳簿書類、その他の物件を検査させ、若しくは補助事業関係者に質問させる

ことができるものとする。 

２ 市長は、前項の調査により、この要綱に適合しない事実が明らかになった場合には、補助事業者に

対して、適合させるための措置を執ることを命ずることができるものとする。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その日から３０日を経過した日又は当該年度の

末日のいずれか早い日までに、夕張市雇用対策等支援事業補助金実績報告書（様式第７号）に、次に

掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

（１） 事業実績書 



（２） 支払を証する書類の写し 

（３） 建物又は設備の改修を行った場合は実施前後の写真 

（４） その他市長が特に必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第１３条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じて実地調査

等を行い、補助金を交付すべきものと認める場合は、補助金の額を確定し、夕張市雇用対策等支援事

業補助金交付確定通知書（様式第８号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（交付請求等） 

第１４条 前条の規定により、補助金の確定通知を受けた補助事業者は、速やかに夕張市雇用対策等支

援事業補助金交付請求書（様式第９号）により、市長に補助金の交付を請求しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を適当と認めるときは、補助事業者に補助金を交付するものとす

る。 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 市長は、第１０条の規定による補助事業の中止の申請があった場合又は次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取消すことができるものとする。 

（１） 補助事業者がこの要綱又はこれらに基づく市長の処分若しくは指示に違反した場合 

（２） 補助事業者が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３） 補助事業者が補助事業に関して不正、怠慢その他不適切な行為をした場合 

（４） その他交付決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がな

くなった場合 

（５） その他市長が交付決定を取消すことが適当と認める場合 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取消したときは、夕張市雇用対策等支援事業補助金交付決定

取消通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を取消した場合において、当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、夕張市雇用対策等支援事業補助金返還命令通

知書（様式第１１号）により、補助事業者に返還を命ずるものとする。 

（補助金に係る経理） 

第１７条 補助事業者は、補助金に係る収支を明確にした書類等を作成し、事業が完了した日の属する

会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（協力） 

第１８条 補助事業者は、市長がその成果の発表及び普及を図るときは、これに協力しなければならな

い。 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

   この要綱は、令和４年６月１７日から施行する。 

   この要綱は、令和５年９月５日から施行する。 


